
 

1 

【様式】 
 

租税特別措置等に係る政策の事前評価書 

1 政策評価の対象とした政策

の名称 

指定非常災害廃棄物最終処分場における非常災害廃棄物の受入れ

に係る損金算入等の特例措置 

  
2 対象税目 

 

① 政策評価の

対象税目 

（法人税：義）（国税３） 

（法人住民税：義、法人事業税：義（自動連動））（地方税１） 

② 上記以外の

税目 

（所得税：外）（国税３） 

（個人住民税、個人事業税：外）（地方税１） 

3 要望区分等の別 【新設・拡充・延長】   【単独・主管・共管】 

4 内容 《現行制度の概要》 

－ 

 

《要望の内容》 

廃棄物の処理及び清掃に関する法律等の一部を改正する法律（令

和８年法律第 43 号）による改正後の廃棄物の処理及び清掃に関する

法律（昭和 45 年法律第 137 号）（以下「改正廃掃法」という。）第９条の

３の４第１項の規定による指定を受けた指定非常災害廃棄物最終処

分場設置者は、維持管理積立金を損金又は必要経費に算入すること

ができることとする。 

 

《関係条項》 

－ 

 

5 担当部局 環境省環境再生・資源循環局 

廃棄物規制担当参事官室 

廃棄物適正処理推進課 

環境再生担当参事官付災害廃棄物対策室  
6 評価実施時期及び分析対

象期間 

評価実施時期：令和８年８月 

分析対象期間： 令和９年４月～令和 14 年３月 

7 創設年度及び改正経緯 － 

 

 

8 適用又は延長期間 非常災害廃棄物最終処分場の設置者として指定を受ける期間（令和９

年度～令和１３年度） 

 

9 必要性

等 

① 政策目的及

びその根拠 

《租税特別措置等により実現しようとする政策目的》 

 改正廃掃法に基づく指定非常災害廃棄物最終処分場制度により、非

常災害廃棄物の十分な受入れ容量を確保し、受入れ準備を促進する

ことで、非常災害廃棄物の円滑かつ迅速な処理を図る。 
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《政策目的の根拠》 

改正廃掃法第９条の３の４ 

（非常災害廃棄物の処分のための最終処分場の設置者の指定） 

第九条の三の四 都道府県知事は、非常災害廃棄物の適正な処理を

円滑かつ迅速に行うため、当該都道府県の区域内の一般廃棄物処理

施設（第八条第一項に規定する一般廃棄物の最終処分場で政令で定

めるものに限る。以下この条において「一般廃棄物最終処分場」とい

う。）又は産業廃棄物処理施設（第十五条第一項に規定する産業廃棄

物処理施設のうち、産業廃棄物の最終処分場であつて、第十五条の

二の五第一項の規定に基づき一般廃棄物処理施設として設置されて

いるものに限る。以下この条において「産業廃棄物最終処分場」とい

う。）であつて、次に掲げる基準に適合すると認められるものの設置者

を、その申請に基づき、非常災害廃棄物最終処分場の設置者として指

定することができる。 

一 当該一般廃棄物最終処分場又は産業廃棄物最終処分場が環 

境省令で定める技術上の基準に適合するものであること。 

二 その申請の内容が廃棄物処理計画に適合するものであること。 

三 申請者の能力が非常災害廃棄物の処分を円滑かつ迅速に、か 

つ、継続して行うに足りるものとして環境省令で定める基準に適合 

するものであること。 

２ （略） 

３ 第一項の規定による指定は、政令で定める期間ごとにその更新を

受けなければ、その期間の経過によつて、その効力を失う。 

４ 第一項の規定による指定を受けた一般廃棄物最終処分場又は産

業廃棄物最終処分場の設置者（第七項において「指定非常災害廃棄

物最終処分場設置者」という。）は、非常災害時において市町村から一

般廃棄物処理委託基準又は特別管理一般廃棄物処理委託基準に従

つて非常災害廃棄物の処分（当該非常災害廃棄物最終処分場におけ

る非常災害廃棄物の処分に限る。第七項第二号において同じ。）の委

託を受けることを求められたときは、正当な理由がある場合を除き、当

該委託を受けなければならない。 

５～７ （略） 

② 政策体系に

おける政策

目的の位置

付け 

４．資源循環政策の推進 

4-3. 一般廃棄物対策（排出抑制・リサイクル・適正処理等） 

4-4. 産業廃棄物対策（排出抑制・リサイクル・適正処理等） 

  
③ 租税特別措

置等により

達成しようと

する目標 

 

令和 13 年度中に、全国で 1,260 万トン（令和６年能登半島地震におけ

る最終処分量に相当する埋立が全国９ブロック（北海道、東北、北陸、

関東、中部、近畿、中国、四国、九州）において必要となる場合を想

定）を埋立可能な指定非常災害廃棄物最終処分場の確保 

  

  

④ 政策目的に

対する租税

特別措置等

の達成目標

実現による

寄与 

 

本特例措置を講じることにより、より多くの非常災害廃 

棄物最終処分場の指定へとつながり、平時から非常災害廃棄物の 

受入れに備え、大規模災害発生時の非常災害廃棄物の円滑かつ 

迅速な処理を図ることができる。 
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10 有効性

等 

① 適用数 （単位：事業者） 

 令和 9

年度 

令和 10

年度 

令和 11

年度 

令和 12

年度 

令和 13

年度 

適用数 90 150  300 300 300 

  
【算定根拠】 

別紙参照 

② 適用額 （単位：百万円） 

 令和 9

年度 

令和 10

年度 

令和 11

年度 

令和 12

年度 

令和 13

年度 

適用額 2330.15 3892.11 7758.62 7758.62 7758.62 
 

【算定根拠】 

各事業者の通知額（※）×適用数×0.7（補正係数）により算出。通知

額及び補正係数をかける根拠については別紙参照。 

※「通知額」とは、都道府県が各最終処分場設置者に通知する、処分

場ごとの維持管理積立金の額を指す。 

③ 減収額 （単位：百万円） 

 令和 9

年度 

令和 10

年度 

令和 11

年度 

令和 12

年度 

令和 13

年度 

法人税 534.62 891.03 1782.26 1782.26 1782.26 

法人事

業税 

220.96 368.26 736.51 736.51 736.51 

法人住

民税 

37.42 62.37 124.75 124.75 124.75 

 

【算定根拠】 

別紙参照 

④ 効果 《政策目的（9①）の達成状況及び租税特別措置等により達成しようと

する目標（9③）の実現状況》 

国土強靱化基本計画（令和５年７月 28 日閣議決定）では、

「起きてはならない最悪の事態」の一つとして、「大量に発

生する災害廃棄物の処理の停滞により復興が大幅に遅れる事

態」が挙げられている。気候変動の影響により頻発化及び激

甚化の傾向にある豪雨及び台風等の水害、近い将来の発生の

切迫性が指摘されている大規模地震等により発生する災害廃

棄物の処理に備えるため、最終処分場における十分な受入れ

容量の確保が強く求められている。具体的には、水害では、

平成 30 年７月豪雨においては約 1,900 千トン、令和元年房総

半島台風及び同年東日本台風においては約 1,090 千トン、地震

では、令和６年能登半島地震においては約 4,420 千トン、平成

28 年熊本地震においては約 3,110 千トン（１年間で熊本県に

て処理される一般廃棄物量の約 581％に相当）、東日本大震災

においては 31,000 千トン（１年間で全国にて処理される一般

廃棄物量の約 72%に相当）の膨大な量の災害廃棄物（津波堆積

物を含む）が発生しており、今後発生が予期されている南海

トラフ地震では東日本大震災の 14 倍の 42,000 万トン、首都直
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下地震では３倍の 9,100 万トンの災害廃棄物が発生すると見込

まれている。 

 非常災害廃棄物は、倒壊家屋等由来の混合廃棄物、火災の

燃えがら又は石綿混じりの廃棄物等、破砕・選別等の中間処

理や再生利用等に適さないために埋立処分せざるを得ないも

のが大量に発生する。これらの非常災害廃棄物は、一般廃棄

物最終処分場において処分されることが通常であるが、その

容量不足の場合は民間の産業廃棄物最終処分場も含めて活用

する必要がある。 

 令和６年能登半島地震等の災害の教訓を踏まえ、今後、大

規模災害により大量の非常災害廃棄物が発生した際に円滑か

つ迅速に処理できるよう、平時のうちから非常災害廃棄物の

受入れ可能な最終処分場を把握し、発災時には非常災害廃棄

物の受入れ先として速やかに調整ができる体制を整えるた

め、改正廃掃法により最終処分場の指定制度（以下「指定非

常災害廃棄物最終処分場制度」という。）を措置することと

した。 

なお、指定非常災害廃棄物最終処分場の確保についての実現見込

みは以下のとおり。 

 

 令和 9

年度 

令和 10

年度 

令和 11

年度 

令和 12

年度 

令和 13

年度 

実現見

込み（万

トン） 

381 635  1270 1270 1270 

 

 

【使用したデータ（文献等の概要又は所在に関する情報を含む）】 

別紙参照 

  
《租税特別措置等により達成しようとする目標（9③）に対する租税特別

措置等の直接的効果》 

 本指定は最終処分場設置者の申請に基づくものではある

が、指定を受けた最終処分場は、市町村から災害廃棄物の処

分の委託を受けることを求められたときは、正当な理由があ

る場合を除き、当該委託を受けなければならない（改正廃掃

法第９条の３の４第４項）とされている。 

加えて、災害廃棄物を受け入れることにより、埋立終了時

期が前倒しで到来し、本来の事業計画の見直しが必要とな

り、また、通常の廃棄物よりも夾雑物の多い災害廃棄物を受

け入れることによる水処理への負荷の増大も想定される。 

災害廃棄物は一般廃棄物であり、統括的処理責任を有する市

町村が確保すべきものであるが、各市町村がそれぞれ自ら施
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設を設置するなどにより確保することは非効率的であり、本

制度を活用して民間が設置した最終処分場の一部を災害廃棄

物を受け入れるために活用することが効率的である。本制度

を活用して指定非常災害廃棄物最終処分場を確保していくた

めには、最終処分場設置者にとって指定を受けることのイン

センティブが重要となり、本特例措置による５年間での直接

的効果は、目標である 1260 万トンのうち約 900 万トンの見込

みである。 

【使用したデータ（文献等の概要又は所在に関する情報を含む）】 

別紙参照 

 

《適用数（10①）が僅少等である場合の原因・有効性の説明》 

－ 

 

 

⑤ 税収減を是

認する理由

等 

非常災害廃棄物は、倒壊家屋等由来の混合廃棄物、火災の燃えが

ら又は石綿混じりの廃棄物等、破砕・選別等の中間処理や再生利用

等に適さないために埋立処分せざるを得ないものが大量に発生する。

これらの非常災害廃棄物は一般廃棄物であり、市町村の一般廃棄物

最終処分場において処分されることが通常であるが、その容量不足の

場合は、非常災害廃棄物の処理の停滞により復興が大幅に遅れるこ

ととなる。このような事態を防ぐため、民間の廃棄物最終処分場も含め

て活用する必要がある。 

 

11 相当性 ① 租税特別措

置等による

べき妥当性

等 

最終処分場の埋立容量や災害廃棄物の受入れによる負担は各設

置者において異なる。また、補助金による措置では、発災しなかった場

合に設置者への支払いのみとなってしまう。 

一方で、積立制度であれば、個々の最終処分場の負担を踏まえた

措置が可能であるため、租税特別措置とすることに妥当性があると考

えられる。 

 

② 他の支援措

置や義務付

け等との役

割分担 

一般廃棄物最終処分場については、固定資産税に係る軽減措置が

ある。これは廃棄物の適正な処理を確保するために、法に定められる

技術上の基準に適合した施設及び設備の整備を図っていくことが必要

であることから、当該施設及び設備に対して税制の優遇措置を設け、

適正な施設及び設備の整備を促進していくことに着目したものである。

一方で、今回要望する措置については、非常災害廃棄物の受入れ義

務に伴う追加的なコストや、負担への対応を目的としているものであ

り、その性質を異にしている。 

また、令和３年度に点検対象となった「特定廃棄物最終処分場にお

ける特定災害防止準備金の損金算入等に係る特例措置」（R3 環境

01）は、最終処分場の設置者に対して義務付けられている埋立終了後

に必要となる維持管理費用の積立てについて、円滑な積立制度の運

用のため、当該積立てが最終処分場の設置者にとって過剰な負担とな

らないよう、するため、特定災害防止準備金として積み立てたときは損
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金算入できる措置である。本措置については、維持管理積立金が法律

で義務化されてから 20 年以上が経過しており、積立ても円滑に行われ

ていること等から、令和 11 年度中をもって廃止予定である。一方で、今

回の要望は災害廃棄物の受入容量を確保することを目的として、災害

廃棄物の受入れにより埋立終了期間が前倒しで到来し得る、指定非

常災害廃棄物最終処分場設置者のみを対象とするものであり、対象を

異にしている。 

 

③ 地方公共団

体が協力す

る相当性 

廃掃法上、災害廃棄物（一般廃棄物）の処理は市町村の事務であ

り、その処理の責任についても市町村が負うこととされている。災害廃

棄物の適正処理を推進するためにも、特例措置により指定非常災害

廃棄物最終処分場の設置者の経済的負担を軽減することは、市町村

の処理責任の全うに資するものである。 

 

12 有識者の見解  

－ 

 

13 前回の事前評価又は事後

評価の実施時期 

－ 

 

 

 



非常災害廃棄物の受入れに係る損金算入等の特例措置における適用数／減収額等の算定 

 

環境省 廃棄物規制担当参事官室 

 

○適用見込数の政府目標について 

 公益社団法人全国産業資源循環連合会の会員である民間の産業廃棄物最終処分場設置者

を対象に、令和８年７月 31日～８月７日の間、適用見込等に関するアンケートを実施。

回答のあった 266 事業者 318処分場のうち 81事業者 99処分場が特例措置の活用を希望す

る結果となった。 

 令和６年度時点で稼働中の産業廃棄物最終処分場は 1037件あることから、99÷318×

1037＝約 323 件の処分場が特例を活用すると見込まれる。 

 これを事業者数に換算すると、81÷99×323＝約 264事業者となる。 

 

 民間の一般廃棄物最終処分場については、令和６年度時点で確認されている数を基に

（非公表の自治体の任意回答数）、上記と同様に算定すると、特例を活用することが見込

まれる事業者は約 43 となった。 

 

 これらを足し合わせて、特定の適用見込数の政府目標は５年間で毎年約 300事業者とし

た。 

 

 ただし、制度導入年度の適用見込数については、産業廃棄物最終処分場の適用見込数

を、アンケートにおいて特例措置の活用を希望すると回答した 81事業者 99処分場とする

と、一般廃棄物最終処分場の適用処分場数は、99÷1037×167＝約 16件となり、事業者数

に換算すると、約 13 事業者となる。このため、初年度の適用見込数は、これらを足し合

わせると 94 事業者であり、約 90 事業者と仮定する。また、制度開始 2年目については、

まだ制度周知が途上であることを見込み、300事業者の半分である 150事業者と仮定し、

後述の法人税減収額を算定している。 

 

○減収額について 

 公益社団法人全国産業資源循環連合会のアンケートにおいて特例措置の活用を希望する

と回答した事業者における、令和５年度から令和７年度までの各事業年度における都道府

県知事による維持管理積立金の通知額を基に算定する。 

 

○法人住民税、法人事業税の減収額の算定について 

 81事業者 99処分場の通知額に法人税率の 23.2％を掛け合わせると、法人税減収額の合

計は、令和５年度において約 590 百万円、令和６年度において約 735百万円、令和７年度



において約 737百万円。平均して、１事業年度当たり約 687百万円、１事業者当たり

8.486百万円となる。これに適用見込数を掛けると法人税減収見込額は次のとおり。 

 

【法人税】 

 適用見込数 合計減収額【百万円】 

令和９年度 90 763.74 

令和 10年度 150 1272.9 

令和 11年度 300 2,545.8 

令和 12年度 300 2,545.8 

令和 13年度 300 2,545.8 

 

ただし、これは現時点のアンケート結果を単純平均して試算した結果であり、最終処分場

の許可容量や維持管理積立金の通知額は最終処分場によってかなり幅があるのが実情であ

る。このため、実際に特例の適用を受ける事業者の事業規模によって合計減収額が変動す

ることが見込まれることから、各年度に補正係数として 0.7をかけ、減収額は以下とし

た。 

2,545.8*0.7≒1,782.06（百万円） 

 

 合計減収額【百万円】 

令和９年度 534.62 

令和 10年度 891.03 

令和 11年度 1,782.26 

令和 12年度 1,782.26 

令和 13年度 1,782.26 

 

【法人住民税】 

 法人住民税（法人税割）の減収額は、「法人税の減収額×7.0％（市町村分及び都道府県

分を合算した税率）」から算定すると、次のとおり。 

 件数 合計減収額【百万円】 

令和９年度 90 53.46 

令和 10年度 150 89.1 

令和 11年度 300 178.21 

令和 12年度 300 178.21 

令和 13年度 300 178.21 

 

ただし、これは現時点のアンケート結果を単純平均して試算した結果であり、最終処分場



の許可容量や維持管理積立金の通知額は最終処分場によってかなり幅があるのが実情であ

る。このため、実際に特例の適用を受ける事業者の事業規模によって合計減収額が変動す

ることが見込まれることから、各年度に補正係数として 0.7をかけ、減収額は以下とし

た。 

 

 合計減収額【百万円】 

令和９年度 37.42 

令和 10年度 62.37 

令和 11年度 124.75 

令和 12年度 124.75 

令和 13年度 124.75 

 

 

【法人事業税】 

法人事業税：「通知額×7.0％」から算定 

特別法人事業税：「法人事業税×37.0％」から算定 

 法人事業税【百万

円】 

特別法人事業税【百万

円】 

合計減収額【百万円】 

 

令和９年度 230.4 85.25 315.65 

令和 10年度 384 142.08 526.08 

令和 11年度 768 284.16 1052.16 

令和 12年度 768 284.16 1052.16 

令和 13年度 768 284.16 1052.16 

 

ただし、これは現時点のアンケート結果を単純平均して試算した結果であり、最終処分場

の許可容量や維持管理積立金の通知額は最終処分場によってかなり幅があるのが実情であ

る。このため、実際に特例の適用を受ける事業者の事業規模によって合計減収額が変動す

ることが見込まれることから、各年度に補正係数として 0.7をかけ、減収額は以下とし

た。 

 

 合計減収額【百万円】 

 

令和９年度 220.96 

令和 10年度 368.26 

令和 11年度 736.51 



令和 12年度 736.51 

令和 13年度 736.51 

 

 

○参考：個人住民税、個人事業税の減収額の算定について 

 最終処分場設置者の中には個人事業主がいるが、事業者数としては極わずかであると見

込まれ、特例措置を適用する事業者数も非常に限定されると想定される。 

 アンケートにおいて特例措置の活用を希望すると回答した事業者はいずれも法人であっ

たが、このうち個人事業主に事業規模が近しいと考えられる資本金 1,000万円以下かつ従

業員数 10人以下の１最終処分場における、都道府県知事による維持管理積立金の通知額

の１事業年度当たりの平均は 12.24百万円であった。 

 適用事業者数を法人の 100分の１の３事業者（初年度は１事業者、次年度は２事業

者。）と仮定し、次のとおり算定する。 

個人住民税：「通知額×10%」から算定 

個人事業税：「通知額×３％」から算定 

 件数 個人住民税減収額【百万円】 個人事業税減収額【百万

円】 

令和９年度 １ 1.22 0.37 

令和 10年度 ２ 2.45 0.73 

令和 11年度 ３ 3.67 1.10 

令和 12年度 ３ 3.67 1.10 

令和 13年度 ３ 3.67 1.10 

 

〇租税特別措置等の直接的効果について 

 上述のアンケートにおいて、非常災害廃棄物最終処分場として指定を受けることができ

る埋立容量を聞いたところ、1施設あたり残存容量に対して約 23％の指定を受けることが

推測される結果となった。最新の産業廃棄物行政組織等調査報告書※1によると、全国で

177,415,378百万㎥の残存容量があり、前述のとおり R６年時点で稼働中の産業廃棄物最

終処分場 1037件のうち 323 件の残存容量を考えた場合、 

 177,415,378*323/1037≒5,526（万㎥） 

であり、そのうち指定をうけると想定される埋立容量は、 

 5,526*0,23=1,270（万㎥）（1,270万トン相当※2） 

となり、年度ごとの実現見込みについては、適用見込み数より、 

 令和９年度：1270*90/300=381（381万トン相当） 

 令和 10年度：1270*150/300=635（635万トン相当） 

 令和 11年度：1270*300/300=1270（1,270万トン相当） 



 令和 12年度：〃 

 令和 13年度：〃 

以上より、目標である 1260万トン相当は達成見込みである。 

また、このうち、本特例措置があることを前提に指定を受ける事業者は、制度 2年目以

降に指定非常災害廃棄物最終処分場制度を活用する(300-90)事業者と仮定すると、 

 1,270*(300-90)/300=889 

 以上より、本特例措置があることによって約 890万㎥多く５年間で指定がなされ、約 890

万トン分目標達成に寄与する。 

 ※1：環境省「令和６年度事業 産業廃棄物行政組織等調査報告書 令和５年度実績値」

（https://www.env.go.jp/content/000393402.pdf）より 

 ※2：環境省通知（https://www.env.go.jp/recycle/waste/nt_061227006.pdf）別添２

より、最終処分される災害廃棄物として割合の大きい「ガラスくず、コンクリートくず

（工作物の新築、改築又は除去 1.00 に伴って生じたものを除く）及び陶磁器くず」の換

算係数 1.0を使用。 
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